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収入　（表１／歳入）支出　（表２／歳出）
名　称 28年度 29年度 割合

給料（基本給）（市税） 12万5千円 12万5千円 28%
給料（諸手当）（各種交付金・地方交付税） 12万2千円 12万5千円 28%
パート収入（分担金・負担金・使用料・手数料） 1万8千円 1万8千円 4%
親からの援助（国県支出金） 9万8千円 9万7千円 21%
ローンの借入（市債） 3万8千円 4万8千円 10%
預金引出（繰入金） 1万4千円 1万1千円 2%
不動産収入・利子（財産収入・諸収入など） 1万5千円 2万2千円 5%
前月の残り（繰越金） 1万1千円 9千円 2%
合計 44万1千円 45万5千円 100%

名　称 28年度 29年度 割合
食費・教育費・公共料金・生活用品費など
（人件費・物件費） 13万2千円 13万2千円 30%

医療費（扶助費） 10万5千円 10万4千円 23%
ローン返済（公債費） 4万9千円 5万1千円 12%
子への仕送り（繰出金） 5万7千円 5万9千円 13%
交際費など（補助費等） 3万9千円 3万7千円 8%
家の修繕・改築など（投資的経費） 4万5千円 5万3千円 12%
預金（積立金） 5千円 9千円 2%
合計 43万2千円 44万5千円 100%

一
般
会
計
決
算
の
総
合
所
見

　
平
成
２９
年
度
は
、
第
２
次
下
関
市
総

合
計
画
の
ま
ち
づ
く
り
の
基
本
理
念
で

あ
る「
ま
ち
の
誇
り
と
自
然
の
恵
み
を
未

来
へ
つ
な
ぐ 

輝
き
海
峡
都
市
・
し
も
の

せ
き
」に
基
づ
き
、「
希
望
の
街
へ 

改
革

へ
の
挑
戦
」を
市
政
運
営
の
基
本
姿
勢
に

掲
げ
、
希
望
の
街
・
下
関
の
実
現
の
た

め
に
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
望
ま
れ
る
、

ま
ち
の「
活
力
」「
賑に

ぎ

わ
い
」「
優
し
さ
」「
安

心
」の
４
つ
の
視
点
か
ら「
活
力
起
動 

下

関
」「
賑
わ
い
起
動 

下
関
」「
優
し
さ
未
来 

下
関
」「
安
心
未
来 

下
関
」に
沿
っ
た
諸

施
策
を
、
着
実
に
実
行
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
決
算
額

（
形
式
収
支
）は
２５
億
７９８
万
円
で
し
た
。

こ
の
う
ち
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財

源
は
４
億
３
７
７
３
万
円
で
、
形
式
収

支
か
ら
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
２０
億
７
０

２
５
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　
地
方
公
共
団
体
の
一
般
財
源
の
標
準

規
模
に
対
す
る
実
質
収
支
額
の
割
合（
実

質
収
支
比
率
）は
３
・
１
㌫
で
あ
り
、
こ

れ
は
、
お
お
む
ね
望
ま
し
い
と
さ
れ
る

３
㌫
～
５
㌫
の
範
囲
内
に
納
ま
っ
て
い

ま
す
。

家
計
に
例
え
る
と

　
平
成
２９
年
度
の
一
般
会
計
歳
入
歳
出

決
算
を
家
計
に
例
え
る
た
め
、
決
算
額

を
、
市
の
人
口（
２６
万
５
０
２
６
人
／
平

成
３０
年
３
月
３１
日
現
在
）で
割
っ
て
み
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
住
民
一
人
当
た

平成

年度29決算報告
毎年、市では皆さんが納めた税金などがどのように使われているのかを公表しています。

福祉の分野
市立中央こども
園が幡生地区に
完成。

乃木浜総合
公園に人工
芝グラウン
ドを整備。

◆
主
な
取
り
組
み

土木・建築の分野

り
の
収
支
と
し
て
も
見
る
こ
と
が
で
き
、

ま
た
、
ひ
と
月
当
た
り
の
収
支
と
し
て

も
イ
メ
ー
ジ
で
き
ま
す
。

●
収
入（
表
１
）

　
ロ
ー
ン
の
借
入
が
増
え
た
理
由
は
、

豊
浦
病
院
整
備
支
援
や
奥
山
工
場
ス
ト

ッ
ク
ヤ
ー
ド
等
整
備
事
業
等
の
大
型
建

設
事
業
費
の
増
加
が
大
き
な
要
因
で
す
。

不
動
産
収
入
・
利
子
が
増
え
た
理
由
は

ボ
ー
ト
レ
ー
ス
事
業
収
入
が
増
え
た
こ

と
が
要
因
で
す
。

●
支
出（
表
２
）

　
医
療
費
は
、
２９
年
度
は
臨
時
福
祉
給

付
金
事
業
の
影
響
に
よ
り
減
少
し
ま
し

た
が
、
高
齢
化
な
ど
で
年
々
増
加
傾
向

に
あ
り
ま
す
。
子
へ
の
仕
送
り
は
、
介

護
保
険
や
後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険

者
数
等
に
比
例
し
て
増
加
傾
向
に
あ
り

ま
す
。
家
の
修
繕
・
改
築
な
ど
は
、
豊

浦
病
院
整
備
支
援
や
奥
山
工
場
ス
ト
ッ

ク
ヤ
ー
ド
等
整
備
事
業
等
の
大
型
建
設

事
業
費
の
影
響
に
よ
り
、
増
加
し
て
い

ま
す
。

　詳細は、市の財政課のホームペー
ジで確認できます。
　決算書は、市役所本庁舎新館１
階エントランスや、各総合支所、
各支所、各図書館
に設置しています。
■問財政課
（☎231－1160）
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※ページ内の表やグラフは、金額を四捨五入してい
　るため、内訳の合計は一致しない場合があります

※資金不足を生じた会計は臨海土地造成事業特別会計のみです

そのた

繰越金

市債

使用

国支出

地方

市税

市税
332.1億円

地方交付税、
各種交付金
330.3億円

国支出金・
県支出金
256.5億円

使用料・
手数料
38.1億円

繰入金
29.8億円

その他収入
92.5億円

市債
127.0億円

ぎかい

こうむ

さいがい

きょういく

しょうぼう

どぼく

しょうこう

のうりん

ろうどうひ

えいせいひ

民生費

民生費
474.7億円

総務費
115.1億円

農林水産業費
41.8億円
労働費 2.1億円

土木費
129.8億円

商工費
37.9億円

消防費
33.6億円

災害復旧費
1.1億円

議会費 5.8億円
公債費 136.2億円

教育費
81.6億円

衛生費 121.6億円

平成29年７月に｢創業
支援カフェKARAS 
TA.｣がオープン。

菊川地域に新たな体育館を建設。

旧下関地区の土砂災害
ハザードマップを作成。

消防・防災
の分野

教育の分野

◆解説
　健全化判断比率はいずれも財政悪化の目安とされる早期健
全化基準を下回っています。
　臨海土地造成事業特別会計で、経営健全化基準を越える資
金不足が生じていますので、平成23年度に策定した経営健全
化計画（平成27年３月変更）に沿って経営改善に取り組んでい
ます。

●実質赤字比率：一般会計等の実
　質赤字の比率
●連結実質赤字比率：すべての会
　計の実質赤字の比率
●実質公債費比率：公債費等の比
　重を示す比率

●将来負担比率：地方債残高のほ
　か一般会計等が将来負担すべき
　実質的な負担を捉えた比率
●資金不足比率：営業収益などか
　ら算出した事業規模に占める資
　金不足額の比率

平成29年度決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率

名　称 28年度 29年度
借入金現債高 1,337億830万5千円 1,337億5,766万5千円

住民一人当たりに換算 49万8千円 50万5千円

借金
名　称 28年度 29年度

預金残高（基金残高） 206億678万8千円 191億296万9千円

住民一人当たりに換算 7万7千円 7万2千円

預金

平成28年度 平成29年度 経営健全化基準

臨海土地造成
事業特別会計 資金不足比率 38.3 30.3 （20.0）

平成28年度 平成29年度 早期健全化基準

財政健全化法に
基づく指標

実質赤字比率 － － （11.25）

連結実質赤字比率 － － （16.25）

実質公債費比率 9.9 10.0 （25.0）

将来負担比率 93.8 101.1 （350.0）

（単位：％）

歳出 1181 2604億 万円 歳入 1206 3401億 万円

産業振興の分野

歳 入歳 出


